
自家用乗用車ユーザーの税負担額 
（11年間保有した場合の試算，自工会，2012年） 

前提条件：[1]1800ccで車両価格180万円（税抜き小売り価格）の乗用車 [2]車両重量1.5トン未 [3]年間
燃料消費量1,000リットル [4]重量税は車検証交付時または届出時に課税（第1年目は新車に限り3年分徴
収） [5]税率は2007年4月1日現在（但し、自動車重量税額は2010年4月1日からの引き下げ後の税率
（5,000円／0.5トン）で計算） [6]消費税は5％で計算 [7]リサイクル料金は1800ccクラスの平均的な額 

 注：1.有料道路料金、自賠責及びリサイクル料金は自動車諸税に準ずる性格を有するため計算上加味
した。（自賠責保険は2011年4月1日現在の保険額） 2.有料道路料金は2009年度料金収入より日本自動
車工業会試算。 

資料１  参考資料  



2011年度租税総収入の税目別内訳並びに   
自動車関係諸税の税収額（当初） 

注：1.租税総収入内訳の消費税収は自動車関係諸税に含まれる消費税を除く。 

2.自動車関係諸税の消費税収は日本自動車工業会の推定。 3.消費税収には地方
消費税収を含む。 



自動車関係諸税(取得・保有段階の車体課税)の   
国際比較（自工会，2012年） 

前提条件：[1]排気量1800cc [2]車両重量1.5トン未満 [3]車体価格180万円 [4]JC08モード燃
費値：13.4km/リットル（CO2排出量：173g/km） [5]フランスはパリ市、アメリカはニュー
ヨーク市 [6]フランスは課税馬力8 [7]11年間使用（平均寿命） [8]為替レート： 1ユーロ115

円、 1ポンド137円、 1ドル87円（2010年4月～2011年3月の平均） 

 注：1.2010年4月時点の税体系に基づく試算。 2.日本は現在の税率（自動車重量税額は
2010年4月1日からの引き下げ後の税率（5,000円／0.5トン）で計算）。 3.各国の環境対策
としての税制政策（軽減措置）は加味していない。 4.各国の登録手数料は除く。 5.フランス
は2000年をもって個人所有に対する自動車税は廃止。 



燃料税の現状（石油連盟資料2012年度） 

『税制全体のグリーン化推進検討会 






